
平成２４年度９月補正予算の概要について

平成２４年９月７日

平成２４年度９月補正予算の概要を発表いたします。
今回の補正予算は、本県の復興・再生を更に加速させるため、被災者・

被災企業支援、各種拠点整備や風評被害対策など緊急に対応すべき経費
を計上いたしました。

その主な内容といたしましては、
・ まず、被災者・被災企業支援として、

基金を活用した雇用創出事業の拡充、
県外避難者支援を行うＮＰＯ等に対する助成、
中小企業等グループ施設等復旧整備補助金の大幅な増額、
県自らが復興公営住宅を整備するための経費

などを計上いたしました。

・ 次に、各種拠点整備として、
県立医科大学に整備する早期診断・最先端治療、創薬、県民健康管

理の新センター（仮称）、環境回復の中核施設となる環境創造センター
（仮称）の調査設計等の経費
を計上いたしました。

・ 風評被害対策としては、
市町村が実施する地域ブランド・イメージ回復のための経費、
「八重の桜」を契機に展開する観光復興キャンペーンのための経費

などを計上いたしました。

その他、再生可能エネルギーの普及拡大、復興交付金事業として採択
された津波防災緑地の整備や下水汚泥の放射性物質対策のための経費に
ついても併せて計上いたしました。

以上により、一般会計における９月補正予算の総額は、３０２億６千
１百万円、本年度予算の累計は、１兆７，２８４億８千４百万円となり
ます。

福島県財政課
電話 ０２４－５２１－７０８９



資 料

平成２４年度９月補正予算主要事業一覧
(単位千円)

＜一般会計＞
１ 緊急雇用創出事業（商工労働部） ２，８５０，０００

東日本大震災による被災者等に対し、多様な雇用機会を創出するため、事業費を増

額する。

２ ふるさとふくしま帰還支援事業（生活環境部） ８０，０００

避難者の実情やニーズに応じたきめ細かな支援をサポートするため、県外避難者を

対象とした支援事業を行うＮＰＯ等の団体に対し、経費の一部を助成する。

３ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（商工労働部）

１２，０００，０００

複数の中小企業等から構成されるグループが策定し、県が認定した復興事業計画に

基づく事業に対する補助を増額する。

４ 復興公営住宅整備促進事業（県営住宅整備）（土木部）

【財源更正】〈５，５８９，８７５〉

原子力災害による避難者の恒久住宅を早期に確保するため、従来の代行事業に加え、

県営の復興公営住宅を整備するための経費を計上する。

５ 県民健康管理拠点整備事業（保健福祉部） １６６，２７５

６ 福島医薬品関連産業支援拠点化事業（商工労働部）１，４１４，１８６

将来にわたる県民の健康維持・増進に資するため、早期診断・最先端治療、創薬、

県民健康管理等の機能を担う新センター（仮称）整備に向けた調査設計等に要する経

費を県立医科大学に対して補助する。

７ 環境創造センター（仮称）整備事業（生活環境部） ２２０，３４６

環境回復のための調査研究や技術開発等を行う環境創造センター（仮称）整備に向

けた調査設計等を行う。



８ 福島県ブランド・イメージ回復支援市町村交付金事業（生活環境部）

３，４２５，０００

市町村が実施する地域の実情に応じたきめ細かな地域ブランド・イメージ回復事業

を支援するための交付金を交付する。

９ 観光復興キャンペーン事業（商工労働部） ８２，７２６

「八重の桜」を契機に、旅行会社と連携し西日本からの誘客を図る旅行商品を造成

するとともに、交流フェアを開催する。

10 再生可能エネルギー普及拡大事業（企画調整部） ２５７，７９４

再生可能エネルギーの更なる普及拡大を図るため、住宅用太陽光発電設備設置を支

援するための経費等を増額する。

11 復興交付金事業（防災緑地）（土木部）

【財源更正】〈６，８００，０００〉

東日本大震災復興交付金事業として防災緑地基本計画策定及び８か所の整備事業対

象箇所が採択されたことに伴い、具体的な事業実施のための経費を計上する。

12 福島県東日本大震災復興交付金基金積立（企画調整部）

４，７０２，６９８

国から交付される東日本大震災復興交付金を基金に積み立てる。

13 サテライト校等教育活動事業（教育庁） １１６，２２３

サテライト校及び仮設校舎で教育活動を行う県立学校における教育環境の充実を図

るとともに、サテライト校における特別活動等を支援する。

14 災害見舞金の交付（生活環境部） １，８７９，５２３

市町村実績及び見込みの増に伴い災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金を増

額する。

15 県民健康管理事業（保健福祉部） ２４０，０９１

県民の健康管理を促進するため、こころの健康度・生活習慣に関する調査や妊産婦

に関する調査など各種事業を実施する。

16 公共災害復旧費（土木部） １，６０４，９００

平成２３年７月新潟・福島豪雨による甚大な災害からの早期復旧等のため、事業費

を増額する。



17 公共事業・県単公共事業・維持補修費（再掲） △９３９，０１８

（単位千円）

農林水産部 土 木 部 計

普通建設事業 補正額 △1,300,723 764,900 △535,823

累計額 4,841,782 4,583,863 9,425,645

災害復旧事業 補正額 △842,807 1,607,100 764,293

累計額 31,396,553 46,732,132 78,128,685

国直轄事業負担金 補正額 0 0 0

累計額 5,544,986 20,554,974 26,099,960

公共事業計 補正額 △2,143,530 2,372,000 228,470

累計額 41,783,321 71,870,969 113,654,290

県単公共事業 補正額 △229,231 △938,257 △1,167,488

累計額 7,922,565 115,107,535 123,030,100

合 計 補正額 △2,372,761 1,433,743 △939,018

累計額 49,705,886 186,978,504 236,684,390

維持補修費 補正額 － 0 0

累計額 － 11,374,330 11,374,330

総 計 補正額 △2,372,761 1,433,743 △939,018

累計額 49,705,886 198,352,834 248,058,720

＜流域下水道事業特別会計＞
18 下水汚泥放射能対策事業（土木部） ５０，０００

＜債務負担行為＞４，７９７，０００

県北浄化センターにおいて、放射性物質を含む下水汚泥の一時保管、減容化、処分

を効率的に行うため、汚泥乾燥施設を導入する。



～ 東日本大震災に伴うこれまでの補正予算 ～

■ 平成２２年度

一般会計補正予算【第５号】（平成23年３月22日専決）

［総 額］ ２３６億６，１００万円

■ 平成２３年度

一般会計補正予算【第１号】（平成23年４月15日専決）

～

【第12号】（平成24年３月30日専決）

［総 額］ １兆４，７１４億４，０００万円

■ 平成２４年度

一般会計補正予算【第１号】（平成24年５月18日専決）

［総 額］ ３０３億７，１００万円

一般会計補正予算【第２号】（平成24年７月４日議決）

［総 額］ ７８７億３，６００万円

一般会計補正予算【第３号】（平成24年７月４日議決）

［総 額］ ６７億６，５００万円

一般会計補正予算【第４号】（平成24年８月２日専決）

［総 額］ ６０億０，０００万円



平成２４年度９月補正予算の概要

（単位 百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ３０，２６１

本 年 度 予 算 現 計 額 １，６９８，２２３

本 年 度 予 算 累 計 額 １，７２８，４８４

前 年 度 同 期 予 算 額 １，６１１，５００
（H23年度９月補正後）

前 年 度 同 期 比 １．０７倍

前 年 度 同 期 比 増 減 額 １１６，９８４

２ 補正額の財源内訳

地 方 交 付 税 ５，９２０

国 庫 支 出 金 １０，２５１

繰 入 金 １６，８５０

繰 越 金 １，０５９

県 債 ２，６９７

そ の 他 △６，５１５

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。


